47　個人情報保護に関する規定
第○条（マイナンバーの通知）

１．従業員は、入社時に会社に個人番号カード、通知カード又は個人番号の記載された住民票の写しの提示によってマイナンバーを通知しなければならない。

２．会社は、従業員に対して、本人確認のため写真付きの身分証明書（例：運転免許証等）の提示を求めることがある。この際、従業員は会社が指定する身分証明書を速やかに提示しなければならない。

３．従業員が扶養家族を有し、扶養家族のマイナンバーを会社に通知するにあたっては、虚偽のないように確実に確認をしなければならない。

（従業員へ委託する場合の本人確認）

※なお、従業員の配偶者が国民年金第三号被保険者に該当する場合は、本人確認を行う事務を会社が従業員に委託する場合がある。

（従業員を代理人とする場合の本人確認）

※国民年金第三号被保険者に該当する従業員の配偶者のマイナンバーは、従業員が代理人としてマイナンバーを提供するため、配偶者からの委任状、従業員の写真付きの身分証明書の提示を求めることがある。

４．従業員が扶養家族の分も含めて会社にマイナンバーを通知するにあたっては、通知カード又は個人番号カードの写しの提出を求めることがある。

第○条（マイナンバーの利用目的）

１．会社は、従業員及び扶養家族のマイナンバーについて、以下の手続きに利用することができる。

(1)　健康保険・厚生年金保険関係届出事務

(2)　国民年金第三号被保険者関係届出事務

(3)　雇用保険関係届出事務

(4)　給与所得・退職所得に係る源泉徴収票作成事務

(5)　労働者災害補償保険法関係届出事務

第○条（マイナンバーの第三者への提供）

１．会社は、従業員及び扶養家族のマイナンバーについて、その事務手続き等を代行する税理士又は社会保険労務士等に提供することがある。

２．会社は、第三者へのマイナンバー提供にあたって、委託先との間で特定個人情報の取扱いに関する契約書等を締結する。

第○条（マイナンバーの取扱い）

１．会社のマイナンバーの取扱いについて、別途「特定個人情報取扱規程」によって定める。

第○条（マイナンバー遵守事項）

(1)　従業員はマイナンバーに関係する事務以外の目的でマイナンバーを複製し、保存してはならない。

(2)　従業員は、正当な理由なく個人の秘密に属する事項が記録された特定個人情報ファイルの全部又は一部（複製、加工したものを含む）を提供してはならない。

(3)　従業員は、業務上知り得たマイナンバーを、自己又は第三者の不正な利益を図る目的で提供又は盗用してはならない。

(4)　従業員は情報提供ネットワークシステムに関する秘密（符号、システムの機器構成・設定、暗号及び複号に必要な鍵情報等）を漏えい又は盗用してはならない。

(5)　従業員は、詐欺、暴行、脅迫、又は財物の窃取、施設への侵入、不正アクセス、保有者からの会話、会議等の盗聴、電波傍受等によりマイナンバーを取得してはならない。

(6)　偽りその他不正の手段により個人番号カード等を取得してはならない。

第○条（懲戒事由）

１．第○条の（マイナンバー遵守事項）に違反し、その情状が悪質と認められるとき。

個人情報・特定個人情報取扱規程（中小規模事業者用）

第１条（目　的）

１．本規程は、○○○○株式会社における個人情報、個人番号及び特定個人情報の適正な取扱いと保護に関する基本事項を定め、確実に実行されることを目的とする。

第２条（本規程により遵守する法令等及び用語）

１．本規程は、以下の法令等に従うものとし、法令等の改正が行われた場合には速やかに改定するものとする。また、用語については個々の法令等に従うものとし、主要な用語を別表として添付する。

(1)　個人情報の保護に関する法律（以下「個人情報保護法」という。）

(2)　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下「番号法」という。）

(3)　経済産業分野を対象とするガイドライン（以下「経済産業省ガイドライン」という。）

(4)　雇用管理分野における個人情報保護に関するガイドライン（以下「雇用分野ガイドライン」という。）

(5)　特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業者編）（以下「特定個人情報ガイドライン」という。）

(6)　その他、個人情報、個人番号及び特定個人情報の適正な取扱と保護に関する法令、条例等

第３条（適用対象者）

１．本規程は、当社のすべての従業者を適用対象とする。従業者とは、直接間接に当社の指揮監督を受けて当社の業務に従事している者をいい、雇用関係にある従業員（正社員、契約社員、嘱託社員、パートタイマー、アルバイト、日雇従業員等）のみならず、取締役、執行役、理事、監査役、監事、派遣社員等を含む。

第４条（適用対象となる個人情報、個人番号及び特定個人情報）

１．本規程は、当社の事業に利用されている全ての個人情報及び法令で定められた利用目的の範囲において取扱われる個人番号及び特定個人情報に対して適用する。

第５条（個人情報、個人番号及び特定個人情報の取扱い方法）

１．個人情報、個人番号及び特定個人情報の取扱い方法に関しては、以下の各項を遵守しなければならない。また、利用目的の特定、本人確認、取得、保管、利用、提供、廃棄の各工程に関して、手順を定め、全従業者に周知徹底しなければならない。

(1)　利用目的の特定

個人情報については、その取扱いを始める前に、具体的に利用目的を特定しなければならない。利用目的は、事業の目的を達成することに関係した必要な事項でなければならず、個人情報の持ち主である本人にとって分かりやすいものでなければならない。また、各種法令や公序良俗に反するようなものは認めない。個人番号及び特定個人情報に関しては、番号法及び関連する法令において定められた範囲で、かつ、事業を行う上で必要な事項でなければならない。

(2)　利用目的の公表、通知、明示

個人情報、個人番号及び特定個人情報の利用目的は、適切な方法で利用目的の通知、公表、明示しなければならない。特に、書面、画面等で個人情報を直接取得する際には、確実に本人に利用目的が伝わるよう明示しなければならない。

(3)　利用目的の制限

個人情報は、特定した利用目的以外で使うことはできない。また、個人番号及び特定個人情報に関しては、法令で定められた範囲内でのみその利用が許されるものであるため、細心の注意が必要である。なお、番号法あるいは個人情報保護法に規定された、利用目的の制限が除外されるケースに該当する場合には、適切に対応を行うものとする。特に、個人番号特定個人情報の利用制限が除外される事項は極めて限定的であるため、注意を要する。

(4)　利用目的の変更

個人情報の利用目的を変更する場合には、本人の同意を得なモデル就業規則ければならない。個人番号及び特定個人情報の利用目的を変更する場合には、法令で定められた利用目的の範囲内で特定した新たな利用目的を明示し、本人確認を行った上、再度取得しなければならない。利用目的の変更を行った場合には、速やかに、本人に対して通知、公表、明示等を行わなければならない。なお、個人情報保護法に規定された、利用目的の変更時に必須となる通知、公表等が除外されるケースに該当する場合には、適切に対応を行うものとする。

(5)　個人情報、個人番号及び特定個人情報の取得

個人情報、個人番号及び特定個人情報の取得に際しては法令及びガイドラインに示された方法を遵守し適法かつ公正な手段により行わなければならない。特に、個人番号及び特定個人情報の取得に関しては、番号の正当性、本人確認を行ったうえで取得しなければならない。また、取得時の状況が不適正あるいは不明確な個人情報、個人番号及び特定個人情報に関しては取扱いを行わないこと。

(6)　正確性の確保、保管及び廃棄

個人情報、個人番号と特定個人情報は利用目的を達成する上で必要な正確性を確保し、安全、確実に保管し、その保全に努めなければならない。正確性を確保するためには、入力時の誤入力防止や個人の取り違えの防止対策を実施し、必要な更新作業を実施しなければならない。さらに、不要となった場合には速やかに安全な方法で廃棄することとする。特に、個人番号及び特定個人情報に関しては、不必要なものを保管してはならず、保管する場合も、その安全性に十分注意が必要であり、法令等で保管が義務付けられているものであっても、保管期間が満了した場合には速やかに安全に廃棄し、記録を残さなければならない。併せて、利用目的以外で、特定個人情報ファイルを作成することも禁じられているため、十分注意しなければならない。

(7)　安全管理措置

個人情報、個人番号及び特定個人情報に対する不正アクセス、漏えいや紛失、破壊等を防止するために必要な、組織的、人的、物理的、技術的安全管理措置を講じなければならない。個人番号及び特定個人番号については、管理監督する責任者を任命し、必要となる権限を与え、さらに、事務取扱担当者を限定した上で、十分な教育・研修を行わなければならない。情報機器に関しては、必要な従業者のみに取扱いが限定されるようにし、パスワードの設定、マルウエア対策ソフトの導入、ファイアーウォールの設定等、安全性が高まるよう対策を打たなければならない。各々の安全管理措置については、経済産業省ガイドライン及び特定個人情報ガイドラインの義務項目を遵守し、手順を定め、適宜、見直し、改善を行わなければならない。

第６条（従業者の監督）

１．代表者は、個人情報、個人番号及び特定個人情報の取扱いに関して、従業者に対して適切な指導、監督を行わなければならない。具体的には、全従業者に対して個人情報、個人番号及び特定個人情報の適正な取扱いと保護・管理及び本規程、手順に関する研修を定期的に実施し、周知徹底させなければならない。

第７条（委託先の監督）

１．個人情報、個人番号及び特定個人情報の取扱いを含む業務の一部又は全部を委託する場合は、適切な委託先を選定し、当該委託先における個人情報、個人番号及び特定個人情報の取扱いに関して、適切な指導、監督を実施しなければならない。また、委託先

が再委託を行う場合においても同様に対応するものとする。

２．個人番号及び特定個人番号を取り扱う業務の委託に関しては、再委託、再々委託等が行われる場合、全ての委託先等に関して、書面をもって承諾することが必要であり、安全管理措置を講じ、適正な取扱いが徹底されるようにしなければならない。

第８条（個人情報の第三者提供及び特定個人情報の提供制限）

１．個人情報を第三者に提供する場合には、必ず本人の同意を得ることとする。個人番号及び特定個人情報に関しては法令で定められた個人番号関係事務の実施及び法令で定められた場合を除き提供を行ってはならない。個人番号及び特定個人情報の提供に関しては、法令で定められた利用目的の範囲内で個人番号関係事務実施者が個人番号利用事務実施者に提供する場合等に限定されており十分な注意が必要である。また、当社ではオプトアウトによる個人情報の第三者提供は行わないものとする。なお、個人情報保護法あるいは番号法の規定により第三者への提供に関する制限が除外される場合においては、それに従い、適切に対応をすることとする。

第９条（共同利用）

１．個人情報を共同利用する場合には、以下の必要事項を明示あるいは本人が容易に分かるよう、ホームページ等の見つけやすく、かつ分かりやすい場所に掲載しなければならない。

(1)　共同利用する個人情報の項目

(2)　共同利用者

(3)　共同利用の目的

(4)　個人情報の管理について責任を有する者

なお、特定個人情報は共同利用の対象とはならない。

第10条（開示、訂正、削除、消去、利用停止等）

１．個人情報の利用目的の通知、個人情報の開示、訂正、追加、削除、提供停止、利用停止、消去の請求があった場合、確実に本人確認を行い、法令及び該当するガイドラインの定めるところに従って、速やかに対応しなければならない。そのために、代表者は、担当責任者を決め、責任と権限を与えなければならない。また、対応する手順、料金を決めなければならない。

第11条（個人情報の漏洩事故、不正等への対応）

１．個人情報、個人番号及び特定個人情報に係る漏えい事故、不正等が発生した場合は、当該情報の本人の権利・利益がき損されないよう速やかに対応し、被害の把握、原因の究明、本人への通知、関係諸機関等への報告を行うものとする。代表者が責任者となり、対策を講じるものとする。

第12条（本規程に違反した場合の罰則）

１．本規程に違反した場合の罰則に関しては、就業規則に従い、その程度に応じて対応するものとする。

別　表

個人情報及び特定個人情報取扱規程に含まれる主な用語を以下にまとめる。これらの用語は、様々な個人情報利用局面で使用されるものであり、個人情報及び特定個人情報の適正な取扱い、安全管理措置を行う際に参照するものとする。

	
	用語
	定義

	１
	個人情報
	個人に関する情報で、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述などによって特定の個人を識別できるもの（他の情報と容易に照合することができ、それによって特定の個人を識別することができることとなるものを含む）。

個人情報保護法においては、個人情報、個人データ、保有個人データの区分があるが、本規程においては事業に使用される個人情報、個人データを一括して個人情報として取扱う。

	２
	個人番号
	番号法第７条第１項又は第２項の規定により、住民票コードを変換して得られる番号であって、当該住民票コードが記載された住民票の当該本人を識別するために指定されるものをいう。

	３
	特定個人情報
	個人番号あるいは個人番号を一定の規則で変換して得られた符号をその内容に含む個人情報をいう。

	４
	個人情報

データベー

ス等
	個人情報を含む情報の集合物であって、特定の個人情報について電子計算機を用いて検索することができるように体系的に構成したもののほか、特定の個人情報を容易に検索することができるように体系的に構成したものとして「個人情報の保護に関する法律施行令」（平成15年政令第507号。以下「個人情報保護法施行令」という。）で定めるものをいう。

	５
	個人データ
	個人情報データベース等を構成する個人情報をいう。本規程では個人情報として一括して取り扱うものとする。

	６
	保有個人データ
	個人情報取扱事業者が、開示、内容の訂正、追加又は削除、利用の停止、消去及び第三者への提供の停止を行うことのできる権限を有する個人データであって、その存否が明らかになることにより公益その他の利益が害されるものとして個人情報保護法施行令で定めるもの又は６カ月以内に消去することとなるもの以外のものをいう。ただし、本規程では保有期間が６カ月未満の場合にも同様に取り扱うこととする。

	７
	特定個人情報ファイル
	個人番号をその内容に含む個人情報ファイル及び個人情報データベース等をいう。

	８
	本人
	個人情報によって識別される特定の個人をいう。

	９
	事業者
	事業を営む法人その他団体又は個人をいう。

	10
	個人情報取扱事業者
	個人情報データベース等を事業のために使用している者（国の機関、地方公共団体、独立行政法人等及び地方独立行政法人を除く。）であり、かつ個人情報データベース等を構成する個人情報によって識別される特定の個人の数（個人情報保護法施行令で定める者を除く。）の合計が過去６カ月以内に１日でも5,001件以上となる者。ただし、個人情報保護法の改正により保有件数による緩和措置が削除されるため、改正法の施行に伴い事業に何らかの個人情報を使用している事業者は、すべて対象となる。

	11
	個人番号利用事務
	行政機関、地方公共団体、独立行政法人等その他の行政事務を処理する者が番号法第９条第１項又は第２項の規定によりその保有する特定個人情報ファイルにおいて個人情報を効率的に検索し、及び管理するために必要な限度で個人番号を利用して処理する事務をいう。

	12
	個人番号関係事務
	番号法第９条第３項の規定により個人番号利用事務に関して行われる他人の個人番号を必要な限度で利用して行う事務をいう。

	13
	個人番号利用事務実施者
	個人番号利用事務を処理する者及び個人番号利用事務の全部又は一部の委託を受けた者をいう。

	14
	個人番号関係事務実施者
	個人番号関係事務を処理する者及び個人番号関係事務の全部又は一部の委託を受けた者をいう。

	15
	事務取扱担当者
	個人番号利用事務実施者あるいは個人番号関係事務実施者において、実際に個人番号及び特定個人情報を取扱い、事務を行う担当者をいう。

	16
	本人の同意
	本人が、個人情報の取扱いに関する情報を与えられた上で、自己に関する個人情報の取扱いについて承諾する意思表示。本人が子ども又は事理を弁識する能力を欠く者の場合は、法定代理人等の同意も得なければならない。

	17
	目的外利用
	具体的に決められた（特定された）利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報の取扱いを行うこと。

	18
	代表者
	代表者とは事業者において代表権を有する者をいう。具体的には、株式会社においては代表取締役（社長）、合同会社又は合資会社においては代表社員（社長）、各種団体においては代表理事（理事長）等がそれにあたる。

	19
	個人情報保護方針
	個人情報保護の全社標準として策定したもので、ホームページ等に掲載し、当社における個人情報の取扱いの目的を明示し、その他取扱いの基本方針が示されている。


附　則

この規程は平成○年○月○日より施行する。
Copyright (C) 社労士就業規則実践研究会

